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▼各年代を選んで下さい

月日 国大協の動き 月日 一般事項

1月6日 ・中央省庁を１府２１省庁か

ら１府１２省庁に再編、各省

庁名称も新たにスタート。文

部省は「文部科学省」となっ

た。

・中央省庁等改革の一環とし

て審議会の整理・統合が行わ

れ、従前の「大学審議会」は

新しい中央教育審議会の「大

学分科会」となった。

・「文部科学省独立行政法人評

価委員会」設置

1月12日 第８常置委員会委員長「自

己評価実施要項（案）」及

び「評価実施手引書（案）」

に対する意見書を大学評

価・学位授与機構長に提出

1月15日 第２常置委員会委員長「大

学入試センター試験実施期

間の延長について」の要望

書を大学入試センター長に

提出

3月2日 理事会開催

・法人化問題に関する意見

交換

・次期会長の選出について

3月22日 第８常置委員会主催による

「大学評価に関するシンポ
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ジウム」を名古屋大学にお

いて開催

4月1日 会長に長尾　真京都大学

長、事務局長に（前岡山大

学事務局長）諸橋輝雄就任

4月1日 ・独立行政法人として、文部科

学省の国立西洋美術館、各省

庁の研究所など８４事務事業

で、整理統合され、５７法人

が創設発足

・情報公開法（行政機関の保

有する情報の公開に関する法

律）施行

4月12日 第８常置委員会委員長等

「平成１３年度に着手する

大学評価の内容・方法等に

ついて（案）」に対する意

見を大学評価・学位授与機

構長に提出

4月11日 ・文部科学大臣は中央教育審

議会に対し「今後の教員免許

制度の在り方について」を諮

問

5月1日 「日本の将来と国立大学の

役割」（パンフレット）刊

行

4月26日 ・小泉内閣が発足。文部科学

大臣に遠山敦子氏が就任。

5月9日 全国高等学校長協会と第２

常置委員会委員長等が、独

立行政法人大学入試センタ

ー試験５教科７科目の実施

年度等について懇談

5月10日 文部科学省幹部と国大協幹

部による特別会計制度協議

会が開催され、国立学校特

別会計予算・国立大学等施

設緊急整備５か年計画等に

ついて協議

5月21日 設置形態検討特別委員会が

「国立大学の法人化につい

ての基本的考え方」および

「国立大学法人化の枠組」

（案）を取りまとめた。

6月1日 長尾会長、松尾第８常置委

員長、石一橋大学長「経済

財政諮問会議」に出席し、

国大協における国立大学法

人化問題への取組状況等に

6月11日 遠山文部科学大臣、経済財政

諮問会議に、活力に富み国際

競争力のある国公私立大学づ

くりの一環として、 ｢大学（国

立大学）の構造改革の方針｣及



ついて説明

理事会開催

・設置形態検討特別委員会

のまとめ（案）を報告、審

議のうえ、総会に委員会報

告として、付議することを

了承

・国立大学協会ホームペー

ジ開設について了承

設置形態検討特別委員会長

尾委員長等「国立大学の法

人化について」記者会見を

行う

文部科学省に国立の教員養

成系大学・学部の在り方に

関する懇談会の「まとめ

（概要）（案）」に対する意

見を提出

び｢大学を起点とする日本経済

活性化のための構造改革プラ

ン｣（仮称：遠山プラン）を提

示

6月8日 長尾会長、阿部、内藤、松

尾各常置委員会委員長並び

に佐々木東京大学長、石一

橋大学長が文部科学大臣と

面談し、国立大学の法人化

について、国立大学として

の検討状況を説明し、理解

を求めた。

6月21日 経済財政諮問会議が「今後の

経済財政運営及び経済社会の

構造に関する基本方針」（いわ

ゆる骨太の方針）を答申。６

月２６日にその内容が閣議決

定

6月12日

～13日

第１０８回総会開催

・設置形態検討特別委員会

が取りまとめた「国立大学

の法人化についての基本的

考え方」及び「国立大学法

人化の枠組」（案）を総会

として受け取ることを了承

・いわゆる遠山プランにつ

いて文部科学省から説明お

よび意見交換

・「５教科７科目」に関す

るアンケート調査について

・総会終了後、長尾会長等

｢国立大学法人化への対応

状況等について｣記者会見

6月22日 国立学校設置法の一部を改正

する法律が成立

・「国立大学の教員組織（講座

等）」を各大学が自主的に決定

6月29日 学校教育法の一部を改正する

法律が成立

・学校における様々な体験活

動の充実

・いじめや授業妨害等問題行



動への適切な対応

・個性を伸ばす教育システム

（飛び入学等）

7月5日 臨時理事会開催

国立大学を取りまく急激な

情勢の変化に柔軟かつ機動

的に対処するため理事会の

中に「将来構想ワーキン

グ･グループ」設置を了承

同理事会終了後、第１回

「将来構想ワーキング･グ

ループ」を開催

7月19日 中央教育審議会初等中等教育

分科会教員養成部会へ「今後

の教員免許制度の在り方」に

関する意見書を提出

8月29日 石副会長、隆島第４常置委

員長、諸橋事務局長が人事

院、文部省等に赴き、関係

者と面談し、「国立大学教

官等の待遇改善に関する要

望書」を提出

9月17日 国立大学協会ホームページ

開設

9月27日 臨時理事会開催

・臨時総会開催を決定

（10/29）

・『新しい「国立大学法人」

像について』（中間報告）

等についての会長談話発表

について了承

・「中間報告」に対する国

大協としての意見を理事会

において取りまとめ臨時総

会に諮ることを了承

・将来構想ワーキング・グ

ループがまとめた「国立大

学再編・統合等」を了承

9月27日 文部科学省調査検討会議が

『新しい「国立大学法人」像

について』（中間報告）をまと

めて公表した

10月1日 長尾会長、石副会長、松尾

副会長が記者会見を行い、

『新しい「国立大学法人」

像について』（中間報告）



等について、国大協会長談

話を発表した。

10月10日 スウェーデン王立科学アカデ

ミーは、名古屋大学教授野依

良治氏に今年度のノーベル化

学賞を贈ると発表

10月16日

～17日

石副会長、宮田第５常置委

員会委員長、諸橋事務局長

が自由民主党に赴き、関係

者と面談し、「国際的な学

生交流事業予算の充実につ

いて（要望）」を手渡し説

明。また同要望書を文部科

学省、財務省に提出。

10月29日 臨時総会開催

・設置形態検討特別委員会

で取りまとめた"「新しい

『国立大学法人』像につい

て（中間報告）に対する意

見"を国大協の意見として

文部科学省に提出すること

について了承。同日付けで

文部科学省へ提出。

・理事会将来構想ワーキン

グ・グループで取りまとめ

た"国立大学の再編・統合

等について"を国大協作成

の参考資料として活用する

ことを了承

長尾会長、石副会長、松尾

副会長が記者会見を行い、

臨時総会終了後、"「新し

い『国立大学法人』像」に

ついて（中間報告）に対す

る意見"を発表した。

11月1日 理事会開催

・常置委員会教員委員の選

任

・理事会将来構想ワーキン

グ・グループで取りまとめ

提言の扱い方了承

・第５常置委員会短期学生

交流計画（ＪＡＮＵＳＳＥ

ｐ）小委員会を継続設置了



承

・国立大学の入学者選抜に

ついての平成１５年度実施

要領、実施細目について、

総会に諮る旨確認

11月1日

～2日

国立学校財務センターと共

催で「大学運営研究セミナ

ー」を開催

11月6日 第８常置委員会主催による

「第2回大学評価に関する

シンポジウム」を東京大学

において開催

11月14日 第１０９回総会開催

・国立大学の入学者選抜に

ついての平成１５年度実施

要領、実施細目について了

承

・教員養成特別委員会が

「今後の国立の教員養成系

大学・学部の在り方につい

て」（最終報告）について

文部科学省対する意見案を

まとめる旨了承

11月20日 宮田第5常置委員会委員

長、佐古同委員が自由民主

党に赴き、関係者と面談

し、「国際的な学生交流事

業予算の充実について（要

望）」を手渡し説明。

11月29日

～30日

石副会長、鈴木第6常置委

員会委員長、隆島第4常置

委員会委員長、諸橋事務局

長が衆・参文教関係議員と

面談し、「国立大学の施設

の整備・改善について（要

望）」を手渡し説明。同要

望書を財務省、文部科学省

にも提出



11月30日 佐々木第８常置委員会委員

長「大学評価の実施方法に

ついて申し入れ」を大学評

価・学位授与機構長に提出

12月10日 理事会でとりまとめた『文

部科学省・新しい「国立大

学法人」像（中間報告）に

対する提言』を，文部科学

省に提出。

12月26日 文部科学省、国立の教員養

成系大学・学部のあり方に

関する懇談会がまとめた

「今後の国立の教員養成系

大学・学部の在り方につい

て」に対し教員養成特別委

員会が意見書を提出

Copyright © 一般社団法人国立大学協会 All Rights Reserved.

https://www.janu.jp/

